
高ボラティリティでの
戦略・対処法



直近の株式市場
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最近のニュース（1）
2025年11月17日11時03分：読売新聞配信

長期金利 17年半ぶり高水準、1.720%, 高市内閣の財政政策を懸念し

国債が売られる

週明け 17日の東京債券市場で,長期金利の代表的な指標となる

新発 10年物国債の流通利回りは一時,前週末終値比 0.015%高い

1.720%まで上昇（債券価格は下落）した. 2008年6月以来,約 17年半ぶりの
高水準となる。

高市内閣が掲げる拡張的な財政政策が財政悪化につながるとの懸念から

国債が売られ,金利が上昇している。
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最近のニュース（2）
2024年9月23日17時54分：日経新聞配信

高市早苗氏、日銀をけん制「今、利上げはアホ」

自民党総裁選に出馬している高市早苗経済安全保障担当相は 23日公開の

インターネット番組で日銀の金融政策運営を巡り「金利を今、上げるのは

アホやと思う」とけん制した。個人消費や企業の設備投資に悪影響との認識を

示し「長いデフレに戻る不安がある」と強調。円安についてもメリットがあると

指摘した。日銀の植田和男総裁は利上げの判断時期に関し「時間的な余裕

がある」とするが、消費者物価上昇率が日銀の想定通りなら「少しずつ利上げ

する」との方針を堅持している。高市氏は「消費マインド、投資マインドを下げ

ることは今しては駄目だ」と明言した（中略）。防衛費増額に伴う増税に反対

する考えを重ねて表明。財源として公共事業費などに使う建設国債を充てる

と主張した。基礎的財政収支（プライマリーバランス）を 2025年度に黒字化

するとの政府目標にも苦言を呈し、戦略的な財政出動を訴えた。
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最近のニュース（3）
2025年9月23日17時44分：共同通信配信

高市氏,赤字国債増発を容認、 4候補は慎重, 財政政策

自民党の高市早苗前経済安全保障担当相は 23日の共同記者会見で財政

政策を巡り積極的な成長戦略のためには赤字国債増発を容認する考えを示

した。他の 4候補は慎重姿勢で温度差が出た。一方、 5候補とも首相に就任

した場合には速やかに物価高対策を含む経済対策を早期に策定するとした
。赤字国債増発に関し、高市氏は物価高対策の財源を税収の上振れ分で賄
えない場合には｢やむを得ない｣と言及した。 林芳正官房長官は｢原則として
慎まなければならない｣と話した。 小泉進次郎農相は債務残高の対国内総生
産(GDP)比率を安定的に引下げることで｢財政の信認をしっかり確保したい｣と

語った。経済対策について、 小林鷹之元経済安保相は｢首相就任後速やか

に指示を出す｣と言明。 茂木敏充前幹事長は｢早期に総合経済対策を立てて
、補正予算を成立させたい｣と述べた。 社会保障政策では,林氏が低・中所得
者への手厚い支援に軸足を置いた。 残る 4氏は現役世代の負担軽減を訴え
た。

5



最近のニュース（4）
2025年8月13日22時11分：Bloomberg配信

ベッセント氏、 150ｂｐ以上の米利下げ注文,日銀は物価抑制で「後手」

ベッセント米財務長官は 13日、 政策金利は少なくとも今より 1.5ポイント低く

あるべきだとの考えを示し。 これまでで最も明確に米金融政策当局に利下げ

サイクルに踏み切るよう訴えかけた。

また、ベッセント氏は日本銀行について、インフレ抑制に取り組む必要が

あるとの認識を示した。 米国の財務長官が他国の中央銀行の金融政策に

言及するのは異例と言えそうだ。 同氏は植田和男総裁と話したとしたが、

日銀は時期や内容などに関してコメントを控えた。

ベッセント氏はBloombergのテレビインタビューで、 「9月の 0.5ポイント

利下げを皮切りに、そこから一連の利下げを実施できるだろうと考えている」

と述べ、 「どのモデルで見ても」金利は「おそらく 1.50～1.75%低い水準に

あるべきだろう」とも語った。
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最近のニュース（5）
2025年10月29日9時14分：Bloomberg配信

日本政府はインフレ抑制で日銀に裁量の余地を：ベッセント米財務長官

来日中のベッセント財務長官は 29日、日本銀行にインフレ抑制に取り組む

ための裁量の余地を与えるよう、日本政府に呼び掛けた. 日銀に十分な裁量

を与え、インフレ期待を安定させて為替の変動を抑えることが重要だとの考え
を示した。

トランプ米大統領に随行しているベッセント氏は「政府が日銀に政策運営の

裁量を認める意思が、インフレ期待を安定させ, 為替相場の過度な変動を

防ぐ上で鍵となる」と、X（旧ツイッター）に投稿した。

高市早苗首相はこれまで低金利を支持してきたが、 最近は日銀の政策に

ついて直接的な発言を控えている。 就任以降, 物価上昇の影響に懸念を

示し、生活費の上昇に直面する家計を支援する対策を講じる意向を表明し
ている（後略）。
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最近のニュース（6）
2025年11月10日18時00分：日経新聞配信

日銀 10月会合, 利上げ「早めが望ましい」、政権との対話探る

日銀が 10日発表した 10月の金融政策決定会合の主な意見によると、

9人の政策委員の間で利上げの機運が高まっている様子がうかがえる。

今回は現状維持が適当だとの認識を示した委員からも「タイミングが近づい
ている」といった指摘や 「早めが望ましい」といった言及があった。

日銀は 10月の会合で政策金利を 0.50%で据え置いた。 賛成は 7人、

反対は 2人。 現状維持に反対した審議委員の高田創氏と田村直樹氏が

0.75%への利上げを提案し、 反対多数で否決された。

ある委員は状況を見極めることが適当との認識を示しつつも、 「利上げを

おこなうべきタイミングが近づいている」と主張した。 別の委員もしばらく

見極めるのが適当だと論じる一方で、「円安を通じて物価が上押しされる

リスクを考えれば、早めの利上げが望ましい」と唱えた。
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日経平均の推移
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最近のIVの推移
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高ボラティリティでの戦略
逆張りのオプション買い

(1) 2日間相場が下落したら 3日目に逆張りで OTMコールを買う

このとき, 行使価格は 2,000～4,000円上を選ぶ

その後, 買い値段の 2倍で売指値して放置

(2) 2日間相場が上昇したら 3日目に逆張りで OTMプットを買う

このとき, 行使価格は 2,000～4,000円下を選ぶ

その後, 買い値段の 2倍で売指値して放置

これらの取引のポイントは

「25%を超える IVが続くと, 2倍の価格で利食える可能性は高い」

「ボラティリティは急速には下がらないので, IVが高くても怖がらずに買う」

という点にある
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日経平均の推移
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逆張りのオプション買い：実例

1. 10月7日：先物が 48,000円近辺のとき, 10月3週限行使価格 46,000円の

プットを170円で買う → 10月13日（祝日取引）：340円で同プットが売れる

2. 10月15日：先物が 47,700円近辺のとき, 10月4週限行使価格 50,000円の

コールを120円で買う → 10月20日：240円で同コールが売れる

3. 10月31日：先物が 52,400円近辺のとき, 11月2週限行使価格 48,500円の

プットを215円で買う → 11月5日：430円で同プットが売れる

4. 11月14日：先物が 50,400円近辺のとき, 11月2週限行使価格 48,500円の

プットを 69円で買う → 11月14日(夜間取引)：140円で同プットが売れる
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参加者アンケート

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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SBI証券からのご注意事項
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